
その他事業の数（事業の変更を行う場合）（別ファイル：2-2(3)（ワード））

事業に関する申請書の必要枚数

公益認定事業の数（事業の変更を行う場合）（別ファイル：2-2(1)（ワード、エク
セル））

収益事業の数（事業の変更を行う場合）（別ファイル：2-2(2)（ワード））

事業年度

年度

自

2025.04.1 Ver.3.0

手続No C1-1

手続名 事業計画書等の提出

申請事務担当者

氏名

電話番号

電子メールアドレス

至



本編 表紙

本編 提出書

添付

添付

３．資金調達及び設備投資の見込について 本編 資金調達

法人の事業について

本編 3-1

（１）公益目的事業について　　 ( Word 及び Excel ) 2-2(1)

（２）収益事業について　　( Word ) 2-2(2)

（３）その他の事業（相互扶助等事業）について　　( Word ) 2-2(3)

添付

事業計画書等に係る提出書

表紙

表紙
提出書

目次

１．事業計画書

２．収支予算書

４．当該事業年度開始の日において行う公益目的事業の種類又は内容、
　　収益事業の内容について記載した書類

１．事業の一覧

２．個別の事業の内容について

別

５．１から４までに掲げる書類について理事会の承認を受けたことを証する書類

（１）公益目的事業の種類及び内容

別

（２）収益事業について

別

（３）その他の事業（相互扶助等事業）について



$pref_name

$delegate_name

２　収支予算書

法人の名称

　下記に掲げる事業計画書等について、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する

法律第２２条第１項の規定により、提出します。

１　事業計画書

５　１から４までに掲げる書類について理事会（社員総会又は評議員会の承認を受けた場

　　合にあっては、当該社員総会又は評議員会）の承認を受けたことを証する書類

　

法人コード $corp_code

３　資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

記

殿

４　当該事業年度開始の日において行う公益目的事業の種類又は内容、収益事
　業等の内容について記載した書類

事業計画書等に係る提出書

$corp_name

代表者の氏名



認定規則第45条第3号

円

（２）設備投資の見込みについて

設備投資の予定

事業

区分 番号

事業
年度

円

資金調達及び設備投資の見込みについて

（１）資金調達の見込みについて

法人コード

番号

当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定の有無を記載し、設備投資の予定がある場合には、その内容等を記載してください。

自

至

円

設備投資の内容
支出又は収入の

予定額

使途

借入れの予定

資金調達方法
又は取得資金の使途

借入先 金額

法人名

$corp_code

$corp_name

当期中における借入れの予定の有無を記載し、借入れ予定がある場合は、その借入先等を記載してください。

事業

区分

円



 〔２〕その他の事業（相互扶助等事業）

事業番号 事業名等

他

１．事業の一覧

（１）公益目的事業

事業番号 事業名等

公

（２）収益事業等

 〔１〕収益事業

事業番号 事業名等

収

【法人の事業について】                                                                        　　　　認定規則第45条第4号

事業
年度

自 法人コード $corp_code

至 法人名 $corp_name



２．個別事業の内容について 

（１）公益目的事業について                  （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業の内容 
当該事業の 

事業比率(％) 

公 1   

〔１〕事業の概要について（注１） 

 

注１  事業の概要の欄では、事業の実施のための財源、必要となる財産を含めて記載してください。また、事業の重要な部分を委託して

いる場合には、その委託部分が分かるように記載してください。 



（本事業が不特定多数の者の利益の増進に寄与すると言える事実を記載してください(注１)。）

定款（法人の事業又は目的）上の根拠 

（本事業が、左欄に記載した事業の種類に該当すると考える理由を記載してください。）

〔２〕事業の公益性について

事業の種類
（別表の号）

（１） 公益目的事業について （事業単位ごとに作成してください。）

２．個別の事業の内容について 

公

（左欄に表示されたチェックポイントに対して、でき
るだけ対応するように、どのように事業を行うのか

がわかるように記載してください。）

1.当該相談、助言が不特定多数の者の利益の増
進に寄与することを主たる目的として位置付け、
適当な方法で明らかにしているか。
2.当該相談、助言を利用できる機会が一般に開か
れているか。
3.当該相談、助言には専門家が適切に関与してい
るか。（例：助言者の資格要件を定めて公開して
いる）

(5) 相
談、助
言

04

事業番号 2

 （下欄事業区分欄から、法人の事業に該当の区分を選択してくだ
さい。事業区分ごとのチェックポイントがその横に表示されます。
該当する事業区分がないと考える場合には、最後の(18)「上記事
業区分に該当しない場合」を選択してください。）

区分ごとのチェックポイント

チェックポイントに該当する旨の説明

その他説明事項
事業
区分



 



　「公益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン）」における「【参考】公益目的事業のチェックポイントについて」
を参考に記載してください。
　記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を添付してくだ
さい。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。

注１

注２

 許認可等の名称  根拠法令  許認可等行政機関 

〔３〕本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注２）



（２）収益事業について                    （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業の内容 
定款（法人の事業又は 

目的）上の根拠 

収    

事業の概要 

 

本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注１） 

許認可等の名称 根拠法令 許認可等行政機関 

   

   

   

   

   



   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

本事業の利益の額が０円以下である場合の理由又は今後の改善方策について（注２） 

 

注１ 記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を 

添付してください。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。 

 

注２ 本事業における利益から、管理費のうち本事業に按分される額を控除した額が、０円以下である場合に記載してください。 



（３）その他の事業（相互扶助等事業）について         （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業の内容 
定款（法人の事業又は 

目的）上の根拠 

他    

事業の概要 

 

本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注） 

許認可等の名称 根拠法令 許認可等行政機関 

   

   

   



   

   

注 記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を 

添付してください。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。 



２．個別事業の内容について                         新様式 

（１）公益目的事業の種類及び内容              （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業名等 

公   

 

〔１〕事業の内容 ＜申請書記載事項＞ 

 
（１） 事業の趣旨・目的 
 
 
（２） 事業の概要 
 
 
（３） 受益の機会 
 
 
（４） 受益者の義務・受益の条件 
 
 
（５） 事業の合目的性の確保の取組 
 
 
（６） その他 
 

注１  公益目的事業の内容については、ガイドライン第 2章第２（申請書記載事項）に沿って記載してください。 

注２  〔１〕に記載した内容を変更する場合、記載を変更するには、原則として変更認定申請が必要となります。 



新様式

（１） 公益目的事業の種類及び内容について （事業単位ごとに作成してください。）

２．個別の事業の内容について 

注１　公益目的事業の種類について公益認定を受けた場合、記載内容を変更するには、原則として変更認定申請が必要となります。

　　　　〔３〕事業の公益性に関する説明

公事業番号

定款（法人の事業又は目的）上の根拠 

（本事業が、左欄に記載した事業の種類に該当すると考える理由を記載してください。）

　　　　〔２〕事業の種類について（別表該当性）＜申請書記載事項＞

事業の種類
（別表の号）

注１

 （下欄事業区分欄から、法人の事業に該当の区分を選択してくだ
さい。事業区分ごとのチェックポイントがその横に表示されます。
該当する事業区分がないと考える場合には、最後の(２０)「19事業
区分非該当」を選択してください。）

区分ごとのチェックポイント

チェックポイントに該当する旨の説明

その他説明事項
事業
区分

（本事業が公益目的及び不特定多数の者の利益の増進に寄与すると言える事実を記載してください(注１)。）

（左欄に表示されたチェックポイントに対して、でき
るだけ対応するように、どのように事業を行うのか

がわかるように記載してください。）

　必要に応じ、事業計画等の記載を参照して、公益認定等ガイドライン第２章第２　申請書記載事項を参考に記載してください。



　記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を添付してくだ
さい（認定法第７条第２項第３号）。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。

注２

 許認可等の名称  根拠法令  許認可等行政機関 

〔４〕本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注２）



（２）収益事業について                   （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業名等 
定款（法人の事業又は 

目的）上の根拠 

収    

事業の内容 

 

本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注１） 

許認可等の名称 根拠法令 許認可等行政機関 

   

   

本事業の利益の額が０円以下である場合の理由又は今後の改善方策について（注２） 

 

注１ 記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を 

添付してください（認定法第７条第２項第３号）。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。 

 

注２ 本事業における利益から、管理費のうち本事業に按分される額を控除した額が、０円以下である場合に記載してください。 



（３）その他の事業（相互扶助等事業）について        （事業単位ごとに作成してください。） 

事業番号 事業名等 
定款（法人の事業又は 

目的）上の根拠 

他    

事業の内容 

 

本事業を反復継続して行うのに最低限必要となる許認可等について（注） 

許認可等の名称 根拠法令 許認可等行政機関 

   

   

注 記載した許認可等を得ている場合には、許認可等の写しを、現在申請中の場合には、当該許認可等の申請書を 

添付してください（認定法第７条第２項第３号）。また、「許認可等行政機関」は課名等まで記載してください。 
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